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近年，洋上風力発電の普及に伴い，発電容量の増加を背景に風力発電設備の大型化が進んでいる。その一方で，大
型化により落雷によるブレード損傷や飛散などの被害が発生している。この対策として，風力発電設備に対して JIS C 
1400-24:2023 に適合した落雷検出装置の設置を経済産業省が義務付けた。東光高岳の雷電流計測装置では，風車のタ
ワー脚部にロゴウスキーコイルを設置することで落雷を検出する。風力発電設備の大型化に伴い，大口径ロゴウスキー
コイルの需要が高まっている。しかし，大口径化を進めると高周波域特性の劣化が懸念される。本稿では，ロゴウス
キーコイルの大口径化（25 m）を実現したので報告する。

1	 はじめに
2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた再生可

能エネルギーの導入拡大が求められている。その中で風
力発電が注目を集めている。風力発電は年々導入が進ん
でおり，さらに近年では，陸上風力発電より発電容量の
大きい洋上風力発電の導入が加速している （1）。洋上風
力発電の普及に伴い，発電容量の増加を背景に風力発電
設備の大型化が進んでおり，落雷による風車ブレードの
損傷や飛散，運用への支障などの被害が増加している。
落雷による被害の対策として，経済産業省は風力発電設
備へ JIS C 1400-24:2023 （2）に適合した落雷検出装置の
設置を義務付けた （3）。

東光高岳の雷電流計測装置は，ロゴウスキーコイルを
風車のタワー脚部に一周巻き付けて雷電流を測定するこ
とにより落雷を検出する （4） （5）。風力発電設備の大型化
によりタワーの径も大きくなっているため，それに合わ
せたロゴウスキーコイルの大口径化が求められている。
しかし，ロゴウスキーコイルの大口径化により，高周波
域特性の劣化が懸念される。

本稿では，この課題に対応した風車のタワー脚部に設
置する洋上向け大口径ロゴウスキーコイル（コイル長：
25 m）の開発および JIS C 1400-24:2023 への適合を
証明するために規定された JEM 1515 （6）型式試験の結
果を報告する。

2	 雷電流計測装置の仕様
2.1　JIS 規格と落雷検出装置

雷電流計測装置は，JIS C 1400-24:2023 の附属書 JA
に規定されている落雷検出装置の要求性能を満足してい
る。雷電流計測装置の電流計測性能仕様を表 1 に示す。

表 1　雷電流計測装置の計測仕様

項目 仕様

周波数帯域 0.1 Hz～300 kHz （− 3 dB）

最大
計測電流

100 kA，200 kA
（計測可能電流値 ＝ 最大計測電流 × 1.2）

トリガレベル 最大計測電流× 1％

電荷量
演算範囲 0～9,999 C （分解能 1 C）

電流波高値
計測精度

10 kA 以上：±10％以内
 10 kA 未満：±1 kA 以内

（精度周波数範囲：1 Hz～100 kHz）

電荷量
演算精度

 10 C 以上：±15％以内
10 C 未満：±2 C 以内

（精度周波数範囲：1 Hz～10 kHz， 10 C 以上）

長時間
雷撃

電流波形

継続時間 1 s 未満
電流波高値 5 kA 程度

  800 C以下：− 20％～+10％
1,000 C以下：− 20％～+40％

継続時間 1 s 以上 9,999 C以下：− 28％±15％以内

計測時間 1 s

2.2　計測原理 （4）と周波数特性
ロゴウスキーコイルの計測原理と回路構成を図 1 に

示す。ロゴウスキーコイルは，コイル内周を貫通する
電流を検出し，その電流 I （t）を電圧に変換して計測す
る。ロゴウスキーコイルで誘起される電圧 e （t）は，式

（1）に示すように一次電流 I （t）を微分した波形となる。
これを積分し，式（2）に示す一次電流に比例した電圧
v （t）を出力する。また，低域補償回路と組み合わせる
ことにより，低域周波数の電流も計測可能となる。

出力
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図1　ロゴウスキーコイルの計測原理
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e (t) = M × 
dI (t)

dt
　[V]� （1）

v (t) = 
M
RC

 × I (t)　[V]� （2）

　M：相互インダクタンス [H]

センサ I/F 部の特性は，図 2 に示すようにロゴウス
キーコイルの微分特性と相対する積分特性になるよう
に，低域補償回路と積分回路を加算し，フラットな周波
数特性を実現している。
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図 2　周波数特性の模式図

3	 ロゴウスキーコイルの大口径化
3.1　大口径化の課題 （7）

ロゴウスキーコイルを従来と同様の製作方法で大口径
化した場合，式（3）に示すようにコイル長 l に比べて，
巻き数 N の 2 乗の増加による影響が大きく，自己イン
ダクタンス L が増大する。図 3 に示す自己インダクタ
ンス L（コイル：L1，コイルケーブル：L2，L3）と静
電容量 C（コイル：C1，コイルケーブル：C2）によっ
て共振が発生する。なお，コイルケーブル（同軸ケー
ブル）は 15 m 固定としている。共振周波数 f は式（4）
で決定されるため，L の増大に伴い f は低下し，これに
伴い，カットオフ周波数も低周波側に移動（低下）す
るため，帯域が制限される。例えば，コイル長 25 m で
は，カットオフ周波数が約 290 kHz となり，仕様値の
300 kHz（− 3 dB）を満足することができない。

L = 
μSN 2

l
　[H]� （3）

　μ  ：透磁率 [H/m]　　S：断面積 [m2] 
　N：巻き数　　l：コイルの長さ [m]

f = 
1

2π √ LC
　[Hz ]� （4）

　 f   ：共振周波数 [Hz]　L：自己インダクタンス [H] 
　C：静電容量 [F]
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ロゴウスキーコイル

コイルケーブル
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L1: ロゴウスキーコイルの自己インダクタンス
L2, L3: コイルケーブルの自己インダクタンス(同軸ケーブル, 15m)
R1: ロゴウスキーコイルの内部抵抗
C1: ロゴウスキーコイルの静電容量
C2: コイルケーブルの静電容量(同軸ケーブル, 15m)

図 3　ロゴウスキーコイルとコイルケーブル
（同軸ケーブル）の等価回路

3.2　大口径化の設計検討 （7）

大口径のロゴウスキーコイルを従来の方法で製造した
場合，共振周波数が低下する影響から仕様値を満足でき
ない。そこで，仕様値を満足するための設計方法を検討
した。まず，自己インダクタンス L の増加の影響が大
きいため，巻き数を削減して自己インダクタンス L を
低減させた。しかし，巻き数を減らすと式（5）に示す
相互インダクタンス M も低減してしまう。そのため，
断面積を大きくすることで，相互インダクタンス M の
低下を補填した。また，これらの設計変更に伴う出力電
圧の変動に対しては，センサ I/F 部でのゲイン調整によ
り装置仕様への適合を図った。設計変更したロゴウス
キーコイルのシミュレーションを実施し，共振周波数が
高周波側へ移り（図 4），カットオフ周波数 420 kHz と
仕様値 300 kHz（− 3 dB）を満足すること（図 5）を
確認した。

M = 
μSN

l
　[H ]� （5）

　μ   ：透磁率 [H/m]　　S：断面積 [m2] 
　N：巻き数　　l：コイルの長さ [m]
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図 4　ロゴウスキーコイルの共振周波数の比較
（シミュレーション結果）

図 5　ロゴウスキーコイルの高周波域特性
（シミュレーション結果）

4	 電流計測性能試験方法
JIS C 1400-24:2023 の附属書 JA への適合を証明す

るためには，JEM 1515 に規定されている型式試験に
合格しなければならない。以下に，型式試験の方法を
述べる。

4.1　電流検出周波数帯域試験 （7）

JEM 1515 の電流検出周波数帯域試験では，印加電流
を電流センサに鎖交させたときの，センサ I/F 部の出力
信号を測定し，周波数帯域を確認する。印加波形は正弦
波または減衰振動波と規定されている （6）。

電流検出周波数帯域試験の回路構成を図 6 と図 7 に
示す。本試験は，測定する周波数によって回路構成が
異なる。発生電流は 4 A 一定とし，印加線とロゴウス
キーコイルを相互に複数回（印加線：10 ターン，ロゴ
ウスキーコイル：5 ターン）巻き付ける。正弦波電流を
印加し，印加電流波形とセンサ I/F 部の出力電圧波形を

周波数ごとに数値を読み取り，換算した電流波高値を
比較した。

4.2　電流値検出試験
JEM 1515 の電流値検出試験は，10/350 μs 電流イン

パルスを印加し，装置本体が検出した電流波高値の検出
精度を確認する （6）。電流値検出試験の回路構成を図 8
に示す。印加線とロゴウスキーコイルを相互に複数回巻
き付けることにより，等価的に電流波高値 200 kA 相当
までを印加した。
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図 8　電流値検出試験回路構成

4.3　電荷量値検出試験
JEM 1515 の電荷量 注 1）値検出試験は，長時間雷撃電

流波形または短時間雷撃電流波形で実施し，装置本体が
検出した電荷量の検出精度を確認する （6）。本試験では，
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図 6　電流検出周波数帯域試験回路構成
（測定周波数20 kHz 以下）

電流
プローブ

計測装置本体

ロゴウスキーコイル

印加線

信号発生器

 
 

オシロスコープ

 

高周波増幅器

50Ω

整合抵抗

センサI/F部

演算記録部

図 7　電流検出周波数帯域試験回路構成
（測定周波数20 kHz 以上）
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矩形波電流発生装置を用いて，長時間雷撃電流波形を
印加した （8）。電荷量値検出試験回路構成を図 9 に示す。
印加線とロゴウスキーコイルを相互に複数回巻き付ける
ことにより，発生電流約 500 A の継続時間を調整して，
等価的な電荷量をロゴウスキーコイルに印加している。
最大測定電荷量値検出試験では，計測時間 1 s を超える
継続時間 1.1 s の矩形波を印加した。

CT

計測装置本体

ロゴウスキーコイル
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図 9　電荷量値検出試験回路構成

5	 電流計測性能試験結果
5.1　電流検出周波数帯域試験

電流検出周波数帯域試験は，最大計測電流 100 kA お
よび 200 kA の装置で実施した。印加した電流波形とセ
ンサ I/F 部の出力波形の例（300 kHz）を図 10 に示す。
測定する周波数範囲で印加電流が 200 A になるように
調整している。利得特性を図 11 および図 12 に示す。
結果として 0.1 Hz（− 3 dB）および 300 kHz（− 3 dB）
を満足していることを確認した。また，高周波域カッ
トオフ周波数は 430～440 kHz 程度であることを確認
した。

5.2　電流値検出試験
印加した電流波形とセンサ I/F 部の出力波形の例を図

13 に示す。電流値検出試験の結果を表 2 に示す。表
1 の計測精度（10 kA 以上：±10％以内，10 kA 未満：
±1 kA 以内）を満足していることを確認した。

図 10　印加電流波形とセンサ I/F 部出力波形の例 図 13　印加電流波形とセンサ I/F 部出力波形の例

図 11　電流検出周波数帯域試験の利得特性
（最大計測電流100 kA）

図 12　電流検出周波数帯域試験の利得特性
（最大計測電流200 kA）



論　文 風力発電設備用雷電流計測装置における洋上風車向け大口径ロゴウスキーコイルの開発

6 東光高岳技報 No.13 2026

表 2　電流値検出試験結果

最大
計測電流

印加
電流

正極性 負極性

比誤差 電流差 比誤差 電流差

100 kA

1 kA 11.9％ 0.13 kA 2.2％ 0.02 kA

60 kA − 2.4％ −  − 1.1％ − 

100 kA − 2.4％ −  − 1.4％ − 

120 kA − 2.8％ −  − 1.4％ − 

200 kA

2 kA 2.3％ 0.05 kA 2.5％ 0.05 kA

120 kA − 0.6％ −  − 0.3％ − 

200 kA − 0.1％ −  0.2％ − 

240 kA − 0.9％ −  − 0.2％ − 

5.3　電荷量値検出試験
継続時間 1 s 未満（電流波高値約 5 kA）の矩形波を印

加した 100 C から 2,000 C までの電荷量誤差の測定結
果を図 14 と図 15 に示す。表 1 の演算精度（800 C 以
下：− 20％～+10％，1,000 C 以下：− 20％～+40％）
を満足していることを確認した。
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図 14　電荷量測定誤差（最大計測電流100 kA）
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図 15　電荷量測定誤差（最大計測電流200 kA）

印加した継続時間約 1.1 s（電流波高値約 10 kA）の
矩形波（約 9,700 C，正極性）の電流波形とセンサ I/F
部の出力波形の例を図 16 に示す。この波形の電荷量誤
差の測定結果は，− 26.3％（負極性− 27.8％）であり，
表 1 の演算精度（9,999 C 以下：− 28％±15％以内）
を満足していることを確認した。
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図 16　印加電流波形とセンサ I/F 部出力波形の例

周 波 数 帯 域 下 限（ 低 周 波 域 カ ッ ト オ フ 周 波 数：
− 3 dB）に伴い直流成分を測定できないロゴウスキー
コイル方式の雷電流計測装置では，図 16 に示すよう
に，矩形波電流印加中（継続時間内）には「垂下特性
による減衰 注 2）」が発生し，印加終了後には「オーバー
シュート」が発生するため，両者の影響（単独，相殺）
により，電荷量の測定誤差が異なっている （6） （8）。

6	 おわりに
本稿では，課題となっていた高周波域特性の劣化への

対策を施した，大口径ロゴウスキーコイル（コイル長：
25 m）の開発，および JIS C 1400- 24:2023 に適合す
るための JEM 1515 に基づく型式試験の電流計測性能
結果について報告した。

今後は，建設予定の 10 MW 以上の洋上風車向けに
25 m ロゴウスキーコイルの製品化を進め，洋上風力発
電設備の安定運用に貢献していく予定である。
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■語句説明
注 1） �電荷量：雷放電の継続時間全域における雷電流の時間

積分値。
注 2） �垂下特性による減衰：直流電流成分を計測する際，電

流センサの低周波特性の影響で出力波形が時間の経過
とともに徐々に低下する現象。
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